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1. 背景及び目的 

 低密度な都市の形成や人口減少などの問題を抱

えた自治体は，公共施設再編の施策やコンパクトシ

ティ化の施策に取り組んでいる．双方の施策は連携

しながら推進すべきだが，現状は別々に取り組まれ

ており効率性に欠ける．本研究では，人口変動シナ

リオに応じて小学校の維持管理費用を算出するこ

とにより小学校を削減する手法と，小学校を廃止す

る時期の留意点を明らかにすることを目的とする． 

 

2. 公共施設再編の方針及び諸設定 

 焼津市では 3 つの施設を生活の拠点としており，

拠点を含む地域を分析の対象として 500m メッシュ

で分割する(図 1)．また焼津市は公共施設マネジメン

ト基本計画において 2015〜2045 年の 30 年間で公共

施設の将来費用を 18%削減する目標を掲げており，

本研究は 2015〜2045 年を分析の期間とする．一度

も統廃合を行わない場合を基準とし，人口の変動が

異なる複数シナリオにおいて小学校の改修費用の

総計を 18%削減できる施設配置を調べる．改修費用

は修繕と更新の 2 種類があり，さらに修繕は大規模

修繕と年間修繕に分類する(表 1)．児童数は国勢調査

と国立社会保障・人口問題研究所(以下，社人研と記

す)のデータを用いる．また，学区はボロノイ分割に

よって設定する．対象地域内には 8 つの小学校があ

り，各小学校に A〜H までの記号を付す．以上の設

定を踏まえた時の 2015 年の児童分布を図 2 に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 人口が変動するモデルとシナリオの設定 

 本研究での t 年におけるあるメッシュ(x,y)の児童

数 Pt(x,y)は式(1)で設定する． 

     Pt(x, y) = αt × St × P2015(x, y)        (1) 

ここで， 

t = 2020,2025,2030,2035,2040 または 2045 

 

 

St =

{
 
 

 
 (x, y)が増加地区内の時：     

β × ∑P2015
1 (x, y)

∑ Pt
1∗(x, y)

(x, y)が増加地区外の時:   
∑ Pt(x, y) −β × ∑P2015

1 (x, y)

∑Pt
0∗(x, y)

 

P2015(x,y)：2015 年におけるメッシュ(x,y)の児童数 

 

 

 

 

Pt
0∗(x, y)：t 年における人口移動がない場合の増加地区外の児

童数 

 

 人口が変動する分析シナリオを表 2 のように設定

する．さらにシナリオ 2，3 で設定している児童数が

増加するメッシュを，それぞれ図 3 の (a)，(b)に赤

色で示す．条件として人口は対象地域内のみで移動

し，増加地区・減少地区はメッシュ位置に依らず，

同じ変化率で増加・減少する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

αt =
社人研による焼津市の t 年の児童数

社人研による焼津市の 2015年の児童数
 

 

P2015
1 (x, y)：2015年におけるメッシュ(x, y) が増加地区内の

時の児童数 

Pt
1∗(x, y)：t 年における人口移動がない場合の増加地区内の児

童数 

図-1 対象地域の設定 

西焼津駅 

焼津市立総合病院 

焼津駅 

図-2 対象地域の児童分布と学区設定 

（2015 年） 

A B C D E F G H I J

1 43 65 30 46 24 22 10

2 2 13 18 84 72 124 93 37 4

3 10 20 116 78 116 116 72 39

4 4 73 138 92 68 90 53 71 0

5 8 52 70 91 99 84 35 50

6 5 86 82 104 81 58 79 57

7 0 77 51 40 31 70 66 22

8 29 90 42 125 88 78 22 0

9 17 36 26 69 74 65 43 49 16

10 18 26 31 46 40 39 63 93 76 21

11 10 29 46 27 22 43 49 82 52 10

12 6 19 45 20 25 14 42 80 53 14

凡例

〜24

小学校

児童数

100〜

75〜99

50〜74

25〜49

表-1 改修費用の設定 

年間修繕費

大規模修繕費

更新費

築60年で建物の更新を行うと

し，総延床面積に更新単価を

乗じて算出する．

毎年総延床面積に年間修繕費

を乗じて算出する．

築30年で大規模改修を行うと

し，総延床面積に大規模改修

単価を乗じて算出する．

表-2 シナリオの設定 
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4. 統廃合条件 

 国では小学校の適正規模を 12〜18 学級 1)として

いる．これを参考に，2 つの統廃合条件を定める． 

① 拠点外に立地する小学校が 12学級を下回った時 

② 拠点外に立地する小学校が更新時期を迎え，か

つその小学校が対象期間内で 12学級を下回ると

推測されている時 

 小学校廃止後の学区編成は，廃止となった小学校

を除き，改めてボロノイ分割によって設定する． 

 

5. 結果と考察 

 分析結果を表 3 にまとめる．統廃合を行うシナリ

オ 1，2 ではいずれも D 小学校の廃止を含んだ．シ

ナリオ 2 は 2025 年に統廃合条件①により D 小学校

が廃止となり，2030 年に統廃合条件②により H 小

学校も廃止する結果となった．人口移動しないシナ

リオ 1 でも 2030 年に統廃合条件①より D 小学校が

廃止する結果となり，統廃合を行わない結果となっ

たのは再開発型のシナリオ 3 のみであった．これは

他のシナリオで廃止対象となっていたD小学校が再

開発可能地区内に位置するためである．また総費用

変化割合を見ると，18%以上削減できたのはシナリ

オ 2 のみだった．シナリオ 2 はコンパクトシティ化

として肝要な「拠点内へ移住」を意図する．しかし

シナリオ 2 において，廃止の条件②を課さない場合，

将来の需要不足を考慮せずに小学校を更新するの

で，H 小学校の更新費と年間修繕費が追加される．

このことから総費用変化割合が 86.9%となり，削減

目標を達成しない結果となった．以上より将来の需 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要不足を見据えた施設削減の検討が重要である． 

 

6. おわりに 

 本研究を通して，以下の知見を得ることができた． 

1）将来の需要不足を見据えた施設の廃止の検討 

 施設の更新時期を迎えた時に，将来の需要不足を

見据えて廃止の判断をすることで管理費用削減目

標を達成することができた．自治体は将来の人口変

動を推測し，ニーズに合った施設削減をすることが

求められる． 

2） コンパクトシティ化に向けての迅速な対応 

 分析では，管理費用削減目標を達成したのはコン

パクトシティ化を意図するシナリオ 2 のみだった．

持続可能な自治体経営のためにコンパクトシティ

化を促す施策を打ち，同時に計画的な施設削減を達

成することが求められる． 

 尚，本研究では廃止となる小学校付近の不活性化

や，統廃合を行うことによる児童への精神的影響な

ど，数値で表しにくい点について考慮できていない．

また，小学校以外の公共施設についても検討が必要

である．これらを今後の課題とする． 
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表-3 分析結果 

再開発可能地区とはスプロール現象で衰退した地区（駅前商店街）をイメージしている．

図-3 増加地区のメッシュ設定 

(a)  

 

 

 

 

 

(b) 

 

A B C D E F G H I J

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

1 すう勢型

2 拠点人口増加型

3 再開発型

シナリオ 内容

人口移動しない．社人研の推計に従って変化する．

３つの拠点内の児童数が増加する．（図3(a)）

再開発可能地区内の児童数が増加する．（図3(b)）
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